
 

２９．設計データを搭載した３次元測量機器による出来形管理手法の導入について 

情報化施工における出来形管理手法の適用工種と利用技術の拡大 
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１．はじめに

国土交通省（国交省）では，コスト縮減や品質

確保などへの対応の一つとして，情報化施工の導

入・普及に取り組んでいる。設計～施工～維持管

理の建設生産プロセスにおいて，個々に構築・利

用している情報の有効活用を図るべく，施工段階

で３次元座標の電子データを扱う測量機器を利用

して効率的な出来形管理手法を構築し，将来，そ

の情報を他フェーズと連携させることを考えた。

先ず，土工を対象に設計データを搭載したトータ

ルステーション（ＴＳ）による出来形管理手法を

構築し，その後，ニーズに対応すべく情報化施工

の適用工種・技術の拡大に取り組んでいる。

本稿では，３次元測量機器による出来形管理手

法の適用拡大に関する取り組みを紹介する。

２．ＴＳによる出来形管理手法の構築

 情報の有効利用による業務の合理化や建設生産

システムの高度化に向けた業務分析を基に，出来

形情報の流通サービスの構築を行った。

2.1 出来形に関係する情報の流れ 

出来形管理用ＴＳの研究の契機は，情報の流れ

の観点から従前の施工プロセスを分析した結果で

ある。施工プロセス上，土木構造物の長さや幅と

いった形状データや位置データが，帳票や図面を

作成する際に何度も入力されていることが分かっ

た。研究の焦点を施工（施工管理）段階にあて，

重複するデータ入力作業の無駄を無くすと共に入

力ミスも減らすため，３次元位置情報を情報流通

に適した電子データとして取得できる３次元測量

機器を出来形管理に利用することを検討すること

とした（図-1）。

2.2 出来形管理基準 

公共土木工事においては，「土木工事施工管理基

準」が定められ，工種毎に出来形管理の測定項目

や規格値が決められており，監督・検査において

も，その内容に沿って行われている（図-2）。利用

する３次元測量機器は，この規格値の計測を行う 
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図-1 施工プロセスの分析 

 

工種 測定項目 規格値(㎜) 測定基準 測定箇所

道路

土工

基準高 ▽ ±50
施工延長40ｍ
につき１箇所、
延長40ｍ以下
のものは１施
工箇所につき
２箇所。基準
高は、道路中
心線及び端部
で測定。

法
長

L＜5m
掘削：-200
盛土：-100

L≧5m
掘削：法長の-4％
盛土：法長の-2％

幅(W1､W2) -100

【盛土の場合】

 
図-2 出来形管理基準（道路土工） 

に足る精度（規格値に対する再現性の確保）を保

有している必要がある。

３次元位置座標の電子データを扱う測量機器で，

近年，広く用いられているＴＳの計測誤差は，実

験の結果，３級ＴＳだと計測距離が100ｍの地点で，

水平方向が±20mm 以内，鉛直方向が±10mm 以内で

あり，「土工」の出来形管理に利用可能な精度が確

認できた。

2.3 ３次元プロダクトモデル 

３次元座標データを活用し，作業の効率化やデ

ータの有効利用を考えると，製造業で利用され高

い生産効率をあげている３次元ＣＡＤ技術があげ

られる。３次元ＣＡＤは部品などをモデル化し，

単なる点の３次元座標値でなく，点の意味も含め

てデータを流通することで，後処理の合理化を可

能としている。同様に，土工の「法肩」など出来

形管理の構成点を定義付けし，構造物の３次元形

状を表すモデルを構築した。道路土工の場合，道

路中心線形と各断面で定義した（図-3）。構成点の
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図-3 道路土工のモデルとその構成点の位置付け 

定義付けにより，計測した座標が何の点かソフト

ウェアに認識させることが可能となり，例えば，

法肩と法尻の３次元座標値から法長を自動算出，

出来形管理帳票の自動作成などが行える。

2.4 出来形管理用ＴＳ

(1) システム構成 
出来形管理用ＴＳは，出来形管理に用いる設計

データを３次元座標値としてＴＳに搭載するもの

であり，「３次元設計データの作成ソフト」，「ＴＳ

ハード及び搭載ソフト」，「帳票の作成ソフト」に

より構成され，各ソフトに必要な最低限の標準機

能を定めると共に，ソフト間でデータの互換性を

確保するためにデータ交換標準を策定し，必要な

性能の確保と互換性の確保を図った（図-4）。

(2) 特徴と効果

 従前の出来形管理は，計測する断面に丁張りを

設置し，レベル・巻尺で長さ・高さを計測してお

り，丁張り設置や計測に手間・人数を要し，また，

帳票類作成時には転記ミスの懸念があった。

ＴＳは，設計データを基に計測したい箇所へＴ

Ｓのミラーを誘導する機能を搭載することから丁

張りが不要である。なお，丁張りの効率的な設置

も可能である。また，断面毎に計測する必要はな

く，計測は２名で行え（自動追尾機能搭載機種だ

と１名で行える），自動帳票作成により労力削減と

転記ミス防止が図られる（図-5）。他にも，３次元

座標の設計データを搭載しているため，設計値と

の誤差を計測と同時に把握でき迅速な修正作業が
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図-4 出来形管理用ＴＳのシステム構成 

計測と同時に設計値との差が表示される。
ミラーを計測地点へ誘導でき、丁張等が不要。
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従来(巻き尺) 出来形管理用TS

作業内容 従来 本手法 短縮効果
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図-5 出来形管理用ＴＳによる計測状況と効果 

行えると共に，監督・検査で利用すれば，施工者

の計測箇所を特定，管理断面以外の任意断面で確

認を行うこと等も可能である。

３．適用拡大の方向性 

ＴＳによる土工の出来形管理にとどまらず，取

り組みの発展を考えると，大きく分け，ニーズ（効

果が期待される機会）とシーズ（利用する技術）

があり，ニーズは工種と利用場面に細分できる。

その３つが適用拡大要因となることから，その組

合せによる３次元的な展開が考えられる（図-6）。

その組合せの中から，効果や実現性が期待できる

組合せを選定し，検討していくこととなる。

3.1 工種の拡大 
１つの工事を全てＴＳで計測すれば，機器の利 
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図-6 適用拡大の方向のイメージ 
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用効率が上がると共に，維持管理や修繕工事など

の後工程での広い活用用途が期待できる。

例えば，道路工事に着目すると，既に完成して

いる道路土工と同じ工事目的物という観点から「舗

装（新設・修繕），路盤工，地下埋設物，道路付属

物（縁石，排水溝），道路付随工（ブロック積，擁

壁）」などへの展開が考えられる。

なお，ダムは大規模工事のため効果を得やすい

が，直轄工事だけでは数が限られることから，デ

ータ交換標準の策定の必要性が低い。

3.2 新技術の導入 

３次元座標を電子データで扱う測量機器には，

ＴＳ以外にも様々な特徴を有する技術がある。例

えば，プリズムを用いず非接触で計測が可能なノ

ンプリズム方式ＴＳ（ノンプリＴＳ），測位衛星（米

国GPS等）を利用し広域の計測が可能なRTK-GNSS
やＶＲＳ，広範囲の大量な点データを遠隔地から

非接触で取得可能なレーザースキャナ，ＴＳとデ

ジカメが一体となり画像と３次元データを合成表

示し視覚的に作業が行えるイメージングステーシ

ョン等があげられる。

3.3 利用場面の拡大 

出来形管理を行う場面として，受注者による施

工管理と共に，発注者による監督検査があるが，

出来形管理用ＴＳは３次元設計データを作成する

ことから，その作業における設計図書の照査の確

実性・効率性の向上が期待される。

また，３次元座標データが得られることから，

工事完成図や精算数量算出に利用したり，測量段

階で利用し３次元座標データを得てＣＡＤソフト

で設計を行うことで発注用数量を自動算出したり，

維持管理の管理台帳のデータとして利用したりと

いった展開も考えられる。

４．導入検討について 

 利用場面として「出来形管理」について，新た

な工種・測量技術の導入対象として，「RTK-GNSS・
土工」と「ノンプリＴＳ・舗装修繕工」について

前記視点で整理する。

4.1 RTK-GNSS【土工】の導入検討

(1) ニーズ 
ＴＳの場合，出来形計測に必要な精度確保のた

め，計測距離は３級ＴＳの場合で 100ｍ以内（２級
ＴＳの場合は 150ｍ以内）の制限を設けており，そ
れを超える場合，ＴＳを移設し設定する必要があ

る。そのため，試行工事における意見として，計

測距離の長距離化の要望が寄せられている。

(2) シーズ 
１箇所に設置し広範囲の測量が可能な機器とし

て，測位衛星を用いた測量機器の１つである

RTK-GNSSがある。座標が既知の点に基地局を設 

測位衛星（米ＧＰＳや露GLONASS)
衛星から基地局までと
衛星から移動局までの
距離の差より、基地局
と移動局の相対的な位
置関係を把握

情報通信

座標
基線ベクトル
（方向と位置）  

図-7 RTK-GNSSによる計測の概要 
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図-9 RTK-GNSSの計測精度検証(距離の影響) 

置し，移動局と両方で位置計測し，その情報を無

線通信することで，精度向上を図っている。（図-7）

計測精度は，実験や試行を通じ，１回の計測値

では誤差が大きい場合があるが，10 回平均値を取

れば土工の出来形計測に利用可能な精度確保が可

能なこと(図-8)，基地局から移動局の距離が１km

くらいであれば距離による精度の低下は無く無線

通信性能が制約になること(図-9)を確認すること

ができ，導入可能なことが明らかになった。

(3) 効果の検証 
試行現場における出来形管理を，ＴＳとRTK-GNSS

で二重管理し比較検証した結果，延長が長くＴＳ

の移設が必要な現場では RTK-GNSSの高い効率性が

確認でき，逆に，延長が短くＴＳの移設が無い場

所では効率が悪くなる場合があることも確認でき

た(図-10)。重機による情報化施工を行っている場

合，重機の位置検出に利用している基地局と共用

できること，施工後に重機に搭載された移動局を

取り外して出来形管理を行える形が構築できる点

からも大規模な現場での活用は有望である。 
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図-10 RTK-GNSSの効果検証結果 

4.2 ノンプリＴＳ【舗装修繕工】の導入検討

(1) ニーズ 
舗装の打換え工事の特徴として，特に都市部で

交通規制に対する社会的影響が大きく交通規制時

間の短縮に対し強い発注者ニーズがある。また，

短時間での輻輳作業による安全性への懸念も課題

である。そのため，総合評価方式においても，そ

の対策が技術提案テーマとして設定されることが

見受けられる。

(2) シーズ 
舗装の現況・切削後・施工後の各段階の計測作

業を歩道より行える機器として，非接触で計測可

能なノンプリＴＳの利用が有効と考え，関東地方

整備局 関東技術事務所が主体で検討している（図

－11）。出来形管理基準の測定項目には「厚み」が

あるため（図－12），切削面・基層・表層の同じ箇

所の高さ座標の差より厚さを算出している。

測定機器に求められる精度は，現場ヒアリング

や有識者の意見より±３mm であり，試験で利用
したノンプリＴＳは計測距離 30ｍ以内であれば精
度が確保できることが構内試験や試行現場で確認

でき，導入可能なことが明らかになった。

 

計測画面
イメージ

  
図-11 ノンプリＴＳによる出来形管理 

 
工種 測定項目 規格値(㎜) 測定基準 測定箇所

切削オー
バーレイ
工

厚さｔ －9 厚さは40ｍ毎に現舗装高と

オーバーレイ後の基準高の差
で算出する。

測定点は車道中心線、車道端
及びその中心とする。

幅は、延長80ｍ毎に１箇所の

割とし、延長40ｍ未満の場合
は、２箇所／施工箇所とする。

断面状況で、間隔、測点数を変
えることが出来る。

幅ｗ －25
延長Ｌ -100

平坦性 －

３ｍプロフィル
メーター(σ)
2.4mm以下、

直読式(足付き)
(σ)1.75mm以下 維持工事においては、平坦性の

項目を省略することが出来る。  
図-12 出来形管理基準（道路維持修繕） 

 
図-13 ノンプリＴＳの効果検証結果 

 

しかし，舗装の種類（密粒，排水性）や現場条

件（勾配など）の影響があり，全ての現場条件で

精度を保証し得る根拠とデータ量が無く，また，

ノンプリＴＳで舗装面へ斜光し計測する精度は，

機種で差があることも確認できている。よって，

各現場でノンプリＴＳを利用する際は，先ず，そ

の現場で精度確認するルールを導入し要領に定め

る方向で検討している。

(3) 効果の検証 
試験的な工事においては，30ｍの距離制限であ
っても導入効果は得られた。夜間交通規制で舗装

打換工事を行った現場では，交通解放後の計測と

なるため，一般交通がレーザー光を遮断し計測時

間は従来よりも長くなったが，作業人員（人・日）

削減，交通規制時間の短縮，及び輻輳作業の解消

という効果は満たされた(図-13)。

５．おわりに

 利用場面を「出来形管理」に固定すれば，ニー

ズに対応する特徴を持ったシーズ（３次元測量機

器）とマッチングを行うことで，適用拡大の候補

は抽出できる。また，検討していく中で，要領な

どルールでフォローする内容，工事規模や地域性

等の現場条件による制約条件も整理されてくる。

 ただし，出来形管理用ＴＳの構築に際しての役

割分担として，国交省が出来形管理要領，機能要

求仕様書，データ交換標準を策定・公表し，それ

に基づき民間企業が製品開発・販売を行っている。

民間企業が開発・販売するには，利益の見込みが

必要である。そのため，将来的に期待できる可能

性のある効果では無く，発注者・受注者が直ぐに

得られる範囲で効果を出す必要があり，また，「受・

発注者の総利益＞受注者の総導入費用＞メーカー

の開発・製造費用」が成り立つことが必須である。

そのためには，受・発注者の総利益を大きくす

ることが必要であり，維持・修繕での活用サービ

スの構築，測量・設計からの情報流通，自治体へ

の普及が必要である。また，発注者側の積算では

見え難くても，施工者にとっては大きな効果があ

るニーズや国民にとって重要なニーズを抽出する

ことが必要である。 
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